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研究要旨 

近年、スマートウォッチなどのウェアラブルデバイスは急速に普及し、健康管理や身体活動促進への活

用が期待されている。本研究では、ウェアラブルデバイスを用いた身体活動促進介入について、行動変容

技法や介入方法を体系的に整理することを目的とした。主要な介入技法として、自己モニタリング、目標

設定、フィードバックが多く用いられ、身体活動の可視化や継続支援に重要な役割を果たしていた。一方

で、AI を活用した個別化介入や JITAI に関する研究は限定的であり、長期的効果や評価方法の標準化が

今後の課題として示唆された。

Ａ．研究の背景・目的

近年、世界のスマートウォッチ市場は目覚まし

い成長を遂げており、2025 年に利用者は 4 億 5 千

万人を超え、2029 年には 7 億 4 千万人に達するこ

とが予想されている 1)。利用者の 92％は健康と体

力の改善を目的としており 1)、医療現場において

も患者の歩数や身体活動に加え、心拍数や心拍変

動、血糖値などのデータを提供し、データに基づ

く臨床ケアサービスが行われている 2)。本報告で

は、身体活動の促進を目的としたウェアラブルデ

バイスの活用方法に関する知見について言及する。 

身体活動の維持増進は、循環器疾患、2 型糖尿病

などの非感染性疾患の予防および管理に加え、う

つや不安の症状軽減、思考力、学習力、幸福感を高

められることが示されている 3)。WHO（世界保健

機関）の身体活動に関する世界行動計画 4)は、成人

の 4 人に 1 人は身体活動の推奨値を満たさないこ

とを報告している。身体活動・運動ガイド 20235)で

は、科学的なエビデンスに基づく身体活動の推奨

値として、強度が 3 メッツ以上の身体活動を週 23

メッツ・時以上行うこと、具体的には歩行または

それと同等以上の強度の身体活動を１日 60 分以

上行うこと（1 日約 8000 歩以上に相当）、筋力トレ

ーニングを週 2～3 日行うこと、座位時間が長くな

りすぎないことが推奨され、さらに子ども、高齢

者、慢性疾患を有する人の身体活動のポイントが

明記されている。さらに重要なポイントとして、

身体活動・運動ガイド 2023 では、定量的な推奨事

項だけでなく、「個人差を踏まえ、強度や量を調整

し、可能なものから取り組む」といった定性的な

推奨事項を含んでいる。

すなわち、ライフスタイルや身体機能には個人

差があり、個別に最適な身体活動の頻度、強度、時
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間、種類は異なる。身体機能が高ければ、安全限界

と有効限界が高くなり、運動量や強度の適度な範

囲は広くなるが、身体機能が低ければ、その逆で、

適度な範囲は狭くなることが知られている 6)。 

そこで、スマートフォンやウェアラブルデバイ

スの普及に伴う、PHR（パーソナル・ヘルス・レコ

ード）等の ICT（情報通信技術）および AI（人工

知能）の活用は、身体活動の「見える化」に加え、

「個別最適化」に寄与できる可能性がある 2,5)。ウ

ェアラブルデバイスを用いた介入研究では、自己

モニタリング、目標設定、フィードバックなどの

行動変容技法（Behavior Change Techniques: BCTs）

が組み合わされることが多い。これらの技法は、

身体活動行動を維持・改善するために重要な要素

とされている。一方で、ウェアラブルデバイスを

用いた身体活動促進研究は急速に増加しているも

のの、どのような介入方法や行動変容技法が用い

られているのかについて体系的に整理した研究は

十分ではない。また、近年では AI を活用した個別

化介入や Just-in-time Adaptive Intervention（JITAI）

など新たな介入手法も登場しているが、その実態

についても十分に整理されていない。 

 本研究では、ウェアラブルデバイスを用いた身

体活動促進介入研究について、介入方法、行動変

容技法、対象者、アウトカム、および研究上の課題

を体系的に整理するためのスコーピングレビュー

実施フレームワークを構築することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は、PRISMA-ScR に基づくスコーピング

レビューとして実施する。研究対象の整理には、

Population、Concept、Context から構成される PCC

フレームワークを用いる。Population は、身体活動

促進を目的とした成人または高齢者とする。

Concept は、ウェアラブルデバイスおよびデジタル

デバイスを用いた身体活動促進介入とし、特に行

動変容技法を含む介入方法に着目する。Context は、

健康増進、疾病予防、生活習慣改善を目的とした

デジタルヘルス介入とする。文献検索には PubMed、

Scopus、および Web of Science を用いて、「wearable 

device」「physical activity」「behavior change」「self-

monitoring」「goal setting」「feedback」「intervention」

等の検索語を組み合わせる。また、PubMed では

MeSH 用語を活用し、検索精度向上を図る。抽出項

目として、著者、発表年、対象者、デバイス種類、

介入期間、行動変容技法、アウトカム等を整理す

る。また、行動変容技法については Behavior Change 

Technique Taxonomy version 1（BCTTv1）を参考に

分類を行う。 

 

倫理的配慮 

本研究では、個人情報は取り扱うことはなく、

倫理的な配慮は不要であった。 

 

Ｃ．研究結果 

現在、文献検索と内容確認およびその整理を試

みており、以下にはその過程で示すことができる

範囲で結果を報告する。 

大規模に調査したスコーピングレビュー7)の知

見によると、ウェアラブルデバイスの装着部位は

手首が最も多く、使用センサーでは加速度計が中

心であった。測定項目には、歩数や運動強度、エネ

ルギー消費量などの身体活動指標に加え、心拍数、

血圧、血中酸素飽和度、不整脈検出などの生体情

報も含まれていた。身体活動促進アプリでは、行

動科学やゲーミフィケーションを活用したアドバ

イス、フィードバック、SNS コミュニティ機能な

どが利用者の意欲向上や継続支援に役立つ可能性

が示されている 8)。2015～2020 年の系統的レビュ

ー9)では、モニタリング、動機付け、目標設定、個

別化フィードバック、参加者間交流、自己効力感

などがデジタル介入成功の重要要素として報告さ

れている。身体活動促進に関するレビュー10)では、

ウェアラブルデバイス等による客観的評価やセル

フレポート、行動変容理論に基づく目標設定やセ

ルフモニタリング、フィードバックが広く用いら
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れていたことが示されている。今後、レビュー結

果を多角的に整理するため、研究マッピングおよ

び視覚化を実施する。具体的には、PRISMA フロ

ーチャートを用いた文献選択過程の整理に加え、

対象者別・介入方法別の研究マッピング、介入構

成ヒートマップ、行動変容技法ネットワーク図、

Evidence Gap Map 等を作成する。また、ウェアラ

ブルデバイス単独介入、アプリ併用介入、コーチ

ング併用介入、AI 活用介入等に分類し、研究動向

を整理する。さらに、行動変容技法については、

self-monitoring、goal setting、feedback、reminder、

social support 等の使用状況を分析し、主要な介入

構成要素を明らかにする。 

 

Ｄ・Ｅ．考察・結論 

ウェアラブルデバイスを用いた身体活動促進介

入では、自己モニタリング、目標設定、フィードバ

ックが中心的な行動変容技法として用いられてい

た。特に self-monitoring は多くの研究で採用され

ており、身体活動の可視化を通じて行動変容を促

進する重要な役割を担っていると考えられた。ま

た、goal settingや feedbackとの組み合わせも多く、

これらが身体活動促進介入のコア構成要素である

可能性が示唆された。一方で、AI を活用した個別

化介入や JITAI に関する研究は限定的であり、長

期継続効果についても十分な検討は行われていな

かった。さらに、研究デザインやアウトカム指標

には異質性が認められ、今後は統一的な BCT 分類

や標準化された評価指標を用いた研究蓄積が必要

と考えられた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 
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